
津幡町国土強靭化地域計画　別表「個別事業一覧」

推進方針 取り組み

1 (仮称)能瀬こども園整備事業
町立保育園の民営化に伴う施設
整備補助（予定：R6～R7）

町
【こども家庭庁】
就学前教育・保育施設整備
交付金

子育て支援課

2 実生こども園増築事業
民間こども園の改修に伴う施設
整備補助

町
【厚生労働省】
保育所等整備交付金

子育て支援課

3
既存の高齢者施設等のスプリ
ンクラー設備等整備事業

スプリンクラー設備等の設置に
対する補助

町
【厚生労働省】
地域介護・福祉空間整備等
施設整備交付金

福祉課

4
認知症高齢者グループホーム
等防災改修等支援事業

耐震化整備、水害対策強化事
業、非常用自家発電設備整備、
老朽化に伴う大規模修繕等に対
する補助

町
【厚生労働省】
地域介護・福祉空間整備等
施設整備交付金

福祉課

5
高齢者施設等の防犯対策及び
安全対策強化事業

ブロック塀等の改修等に対する
補助

町
【厚生労働省】
地域介護・福祉空間整備等
施設整備交付金

福祉課

6
都市公園施設長寿命化対策支
援事業

しらとり児童公園、津幡中央公
園、中条公園、津幡運動公園

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課
生涯教育課

7 都市公園事業 住吉公園の整備 町
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金

都市建設課

8 津幡中学校トイレ改修事業 学校施設のトイレ改修 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

9
中条小学校東棟トイレ改修事
業

学校施設のトイレ改修 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

10
井上小学校エレベータ設置事
業

学校施設にエレベータ設置 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

11 井上小学校トイレ改修事業 学校施設のトイレ改修 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

12
条南小学校エレベータ設置事
業

学校施設にエレベータ設置 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

13 条南小学校トイレ改修事業 学校施設のトイレ改修 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

14
英田小学校エレベータ設置事
業

学校施設にエレベータ設置 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

15 英田小学校トイレ改修事業 学校施設のトイレ改修 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

16 笠野小学校トイレ改修事業 学校施設のトイレ改修 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

17 刈安小学校トイレ改修事業 学校施設のトイレ改修 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

18 萩野台小学校トイレ改修事業 学校施設のトイレ改修 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

19 津幡南中学校トイレ改修事業 学校施設のトイレ改修 町
【文部科学省】
学校施設環境改善交付金

教育総務課

20 危険空家除却等支援補助金
空家の改修又は危険空家の除却
に要する経費に対する補助

町
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金

生活環境課

交付金・補助金名 担当部署

建築物等の耐震化、長寿命
化、老朽化対策の推進

地震発生直後の避難の妨げとなるととも
に、地震火災の発生の原因となる住宅や
建築物の倒壊の軽減を目指して、耐震
化、長寿命化及び老朽化対策を推進す
る。

(1-1)大規模地震による建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発生

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体
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推進方針 取り組み

交付金・補助金名 担当部署Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

21 住宅耐震改修工事費等補助金
住宅の耐震診断や耐震改修工事
に要する費用の一部を補助

町
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金

都市建設課

22
木造住宅簡易耐震診断支援事
業

町から委託を受けた木造住宅耐
震診断士が参考値としての耐震
性を算定

町
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金

都市建設課

23 道路照明灯更新事業 町道加賀爪１１号線ほか 町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

24 通学路安全対策事業 町道津幡２号線ほか 町

【国土交通省】
防災・安全交付金
道路交通安全施設等整備事
業費補助

都市建設課

25
都市計画道路本津幡横浜線道
路改良事業

道路改良
L=280m

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

26
ブロック塀の除却工事費等補
助事業

危険ブロック塀の除却工事に要
する費用への一部助成

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

27
大規模盛土造成地滑動崩落防
止事業

大規模盛土造成地調査及びマッ
プ作成等

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

28 地震ハザードマップ更新

震災時に予想される地域の建物
全壊率（危険度マップ）、町内
においての最大震度（揺れやす
さマップ）、液状化のしやすさ
（液状化マップ）などを示した
地震ハザードマップの更新

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

総務課

29 消防車両整備事業
指揮支援車、救急２号車、資機
材搬送車

町
【総務省】
緊急消防援助隊設備整備費
補助金

消防本部

30
消防・救急救助資機材整備事
業

消防・救急・救助資機材の老朽
化に伴う更新等

町 － 消防本部

31

建物密集地区に対する防火対
策の推進

防火水槽や消火栓の充実を図るととも
に、用水等自然水利の活用を図る。

耐震性防火水槽設置事業
倉見、上矢田、南横根、刈安、
笠池ヶ原、菩提寺、能瀬、鳥屋
尾、清水、御門出町

町
【総務省】
消防防災施設整備費補助金

消防本部

推進方針 取り組み

32 緊急浚渫推進事業
準用河川、普通河川の堆積土砂
の除去

町 － 都市建設課

33
津幡川・能瀬川の河北潟内の
河口部の堆積土砂除去

二級河川津幡川と能瀬川の河口
部の堆積土砂を除去し、河北潟
内の適正な洪水調整機能を確保

県
防災・減災・国土強靭化の
ための3か年緊急対策

都市建設課

34
農村総合整備事業（条件改善
型）小熊地区用排水路改修事
業

取水施設改修　一式
用水管　L=180m

町

【農林水産省】
農業水利施設保全管理整備
交付金（農業水路等長寿命
化・防災減災事業）

産業振興課

35
農村総合整備事業（体質強化
型）御門地区用排水路改修事
業

測量試験　一式
水門扉体　一式
用排水路　L=950m

町
【農林水産省】
農地集積・集約化対策整備
交付金

産業振興課

36
国営総合農地防災事業（河北
潟周辺地区）

防潮水門改修、排水機場改修 国 － 産業振興課

37 林道高津線整備事業 のり面改良 町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

産業振興課

38 林道小屋谷線整備事業 のり面改良 町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

産業振興課

長期的な浸水被害の解消に向
けた対策の推進

都市化の進展による遊水機能の減少や河
川の負荷増大とこれまでの浸水被害等を
踏まえ、必要な雨水幹線の整備を計画的
に実施するとともに、河川管理者による
堆積土砂の除去を進め、河道断面の確保
を図る。また、断面不足など必要な箇所
においては河川改修事業を推進する。

農業水利施設について、計画的に改修・
補強等を図る。

森林や農地の保全による洪水調整機能の
維持向上を図る。

事業主体Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要

建築物内及び避難路の安全対
策の推進

危険ブロック塀解体撤去費助成制度の周
知を図るとともに、ブロック塀転倒対策
や道路改良等による避難路の安全対策を
推進する。

地域の防災力・災害対応力の
向上

地域の災害対応力向上を図るために、防
災士を育成するとともに、自主防災組織
の訓練実施率を高める。また、地域住民
へ提供する防災情報の充実を図る。

各消防団や自主防災組織に配備している
消防用資機材を順次更新し、地域防災力
の充実強化を図る。

（1-2）異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水及び洪水等による死傷者の発生

交付金・補助金名 担当部署

建築物等の耐震化、長寿命
化、老朽化対策の推進

耐震診断・改修費に係る助成等の制度周
知を推進する。
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推進方針 取り組み

交付金・補助金名 担当部署Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

39
地域の防災マップ作成事業補
助金

地域の防災情報を盛り込んだ防
災マップの作成に係る委託費及
び印刷費を補助

町 － 総務課

40 洪水ハザードマップ更新

洪水時に予想される浸水の深
さ、洪水予報等情報の伝達方
法、避難場所及び避難する際の
危険箇所などを示した洪水ハ
ザードマップの更新

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

総務課

推進方針 取り組み

41
地すべり対策事業（興津地
区）

地すべり対策工　一式 県
【農林水産省】
農村地域防災減災事業

産業振興課

42
地すべり対策事業（上大田東
地区）

地すべり対策工　一式 県
【農林水産省】
農村地域防災減災事業

産業振興課

43
地域の防災マップ作成事業補
助金【再掲】

地域の防災情報を盛り込んだ防
災マップの作成に係る委託費及
び印刷費を補助

町 － 総務課

44 土砂災害ハザードマップ更新

土砂災害時において注意すべき
箇所をまとめたもので、避難情
報の伝達方法、避難場所及び避
難する際の危険箇所などを示し
た土砂災害ハザードマップの更
新

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

総務課

45 地区防災意識向上プログラム
地区ごとに勉強会・防災マップ
作成・避難訓練を一連で実施

町 － 都市建設課

46
大規模盛土造成地滑動崩落防
止事業【再掲】

大規模盛土造成地調査及びマッ
プ作成等

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

47 がけ地防災工事費等補助金
個人所有のがけ地を対象とした
防災工事及び応急防災工事に対
する補助

町 － 都市建設課

推進方針 取り組み

48 消雪設備整備事業
町道能瀬２号線、町道太田舟橋
線、潟端２号線ほか

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

49 消雪施設更新 津幡町全域 町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

50

町が保有する除雪機械の計画的な更新に
より除雪体制を整備するとともに、町内
会をはじめとする各種団体による除雪の
協力を促進する。

除雪機械購入 津幡町全域 町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

推進方針 取り組み

51
河北中央病院医療機器整備事
業

白内障手術装置、手術台等購入
他

町
【厚生労働省】
国民健康保険調整交付金
（直営診療施設整備分）

河北中央病院

52
河北中央病院医療システム機
器整備事業

電子カルテシステムサーバー、
パソコン更新、画像管理システ
ム機器更新

町 － 河北中央病院

医療機能等の整備 医療施設の耐震化や業務継続計画の策
定、災害時医療活動資機材の整備等、医
療活動に必要な対策を促進する。

事業主体Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要

交付金・補助金名 担当部署

除雪体制の強化 消融雪装置施設の適切な維持管理により
物資輸送ネットワークの確保を図る。

(2-1)被災地における医療・福祉機能等の麻痺

事業主体

交付金・補助金名 担当部署

土砂災害への対応の強化 砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地
崩壊対策事業等による整備を推進するよ
う県に対し働きかけ、災害の未然防止を
図る。

ハザードマップにより危険性や早期避難
の重要性に関する啓発を継続するととも
に、土砂災害警戒情報の緊急速報メール
等により迅速でわかりやすい情報を提供
する。また、防災力向上のための助成等
の制度周知を推進する。

(1-4)豪雪に伴う被害の拡大

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要

防災情報の的確な伝達 必要に応じてハザードマップの見直しを
するとともに、防災情報の収集・伝達体
制の強化を推進する。

(1-3)土砂災害による多数の死傷者の発生

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 担当部署事業主体 交付金・補助金名
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推進方針 取り組み

交付金・補助金名 担当部署Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

53
河北中央病院医療ソフト導入
事業

電子カルテシステム更新、画像
管理システム更新

町 － 河北中央病院

54
認知症高齢者グループホーム
等防災改修等支援事業【再
掲】

耐震化整備、水害対策強化事
業、非常用自家発電設備整備、
老朽化に伴う大規模修繕等に対
する補助

町
【厚生労働省】
地域介護・福祉空間整備等
施設整備交付金

福祉課

55
高齢者施設等の給水設備整備
事業

給水設備の整備等に対する補助 町
【厚生労働省】
地域介護・福祉空間整備等
施設整備交付金

福祉課

56
高齢者施設等における換気設
備の設置に係る経費支援事業

感染症対策のための換気設備の
設置に対する補助

町
【厚生労働省】
地域介護・福祉空間整備等
施設整備交付金

福祉課

推進方針 取り組み

57

地域の防災力・災害対応力の
向上

各消防団や自主防災組織に配備している
消防用資機材を順次更新し、地域防災力
の充実強化を図る。

消防・救急救助資機材整備事
業【再掲】

消防・救急・救助資機材の老朽
化に伴う更新等

町 － 消防本部

58 橋梁長寿命化補修事業

町道加賀爪１８号線（住の江
橋）、町道清水２６号線（カキ
アガリ橋）、町道越中坂山森線
（山森橋）、町道中橋１号線
（中橋橋）、町道領家１号線
（浦能瀬橋）、町道川尻７号線
（川尻水門橋）、町道種５号線
（河原橋）、町道上藤又大窪線
（上藤又橋）、町道太田領家線
（裏舟橋第四橋）、町道川尻２
号線（新川橋）、町道七野１２
号線（閑野橋）、町道竹橋大坪
線（萩野橋）、町道大坪下藤又
線（別所橋）、東荒屋１号線
（東荒屋橋）、町道庄３９号線
（中須加歩道橋）、竹橋８号線
（七野橋）、町道能瀬６号線
（谷内向橋）、町道加賀爪１９
号線（中津幡橋）、町道能瀬１
２号線（石山橋）、町道東荒屋
井野河内線（明神橋）、町道倶
利伽羅上野線（刈安跨道橋）、
町道湖東３号線（宝竜橋）、町
道津幡ニュータウン線（清水大
橋）、町道倉見３号線（大谷内
橋）、町道別所下中線（岩
橋）、潟端２７号線（潟端第十
一橋）、町道吉倉山北１号線
（吉倉第三橋）、町道中山１号
線（中山下橋）、町道上矢田１
号線（表橋）、町道相窪舟尾線
（ふねのお橋）、町道種４号線
（平野第一橋）、町道刈安原１
号線（原橋）、町道竹橋下中線
（下中橋）、町道大坪下藤又線
（第二下藤又橋）

町
【国土交通省】
道路メンテナンス事業費補
助

都市建設課

59 トンネル長寿命化補修事業
町道竹橋下中線（下中トンネ
ル）

町
【国土交通省】
道路メンテナンス事業費補
助

都市建設課

60 公共施設等適正管理推進事業

町道太田舟橋線、町道庄３５号
線、町道清水２６号線、町道津
幡２９号線、町道庄５１号線、
町道杉瀬５号線、町道倉見１号
線、町道太田３号線、町道太田
６号線、町道太田６７号線、町
道舟橋１５号線、町道旭山１号
線、町道太田６８号線、町道潟
端７号線、町道能瀬２号線、町
道津幡７１号線、町道津幡
ニュータウン線、町道加賀爪１
８号線、町道太田４号線、町道
能瀬１４号線、町道舟橋９号
線、町道杉瀬１号線、町道杉瀬
５号線

町 － 都市建設課

61
町道整備事業費（緊急自然災
害防止対策事業）

町道潟端７号線、町道太田３号
線、町道太田６号線、町道能瀬
１４号線、町道坂戸河内線、町
道加賀爪１８号線、町道庄３５
号線、町道庄５１号線、町道津
幡２９号線、町道潟端５号線、
町道潟端６号線、町道舟橋１６
号線、町道仮生３号線、町道横
浜３号線、町道津幡ニュータウ
ン線

町 － 都市建設課

交付金・補助金名 担当部署

道路の確保 交通ネットワークの遮断による集落の孤
立を防止するため、橋梁等の老朽化施設
の維持管理と狭隘道路の改良等を推進す
る。

(2-2)多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

医療機能等の整備 医療施設の耐震化や業務継続計画の策
定、災害時医療活動資機材の整備等、医
療活動に必要な対策を促進する。

社会福祉施設等におけるサー
ビス提供体制の維持

高齢者施設等の防災・減災対策及び感染
拡大防止対策を推進するための施設及び
設備等の整備事業の実施により、防災・
感染防止体制の強化を図る。

4



推進方針 取り組み

交付金・補助金名 担当部署Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

62
町道菩提寺１号線道路改良事
業

道路改良
L=600m

町 － 都市建設課

63
町道上大田１号線ほか道路改
良事業

道路改良
L=200m

町 － 都市建設課

64
町道鳥屋尾市谷線ほか道路改
良事業

道路改良
L=200m

町 － 都市建設課

65
町道吉倉小熊線ほか道路改良
事業

道路改良
L=400m

町 － 都市建設課

66
町道下河合５号線ほか道路改
良事業

道路改良
L=500m

町 － 都市建設課

推進方針 取り組み

67

通信基盤や指令システムの高度化、情報
通信手段の多様化等により、消防や救急
活動における情報の伝達収集機能を充実
強化する。

高機能消防指令システム更新
整備事業

2市2町で共同運用する消防通信
指令システムの更新

町 － 消防本部

68

地震により消火栓が使用できないことを
想定し、防火水槽の効果的な配置や自然
水利の利用を図る。

耐震性防火水槽設置事業【再
掲】

倉見、上矢田、南横根、刈安、
笠池ヶ原、菩提寺、能瀬、鳥屋
尾、清水、御門出町

町
【総務省】
消防防災施設整備費補助金

消防本部

69 消防車両整備事業【再掲】
指揮支援車、救急２号車、資機
材搬送車

町
【総務省】
緊急消防援助隊設備整備費
補助金

消防本部

70
消防・救急救助資機材整備事
業【再掲】

消防・救急・救助資機材の老朽
化に伴う更新等

町 － 消防本部

71
消防庁舎・コミュニティ消防
センター長寿命化事業

津幡地区コミュニティ消防セン
ター、井上地区コミュニティ消
防センター、倉見地区コミュニ
ティ消防センター、倶利伽羅地
区コミュニティ消防センター、
消防庁舎、笠谷地区コミュニ
ティ消防センター、萩坂地区コ
ミュニティ消防センター、能瀬
地区コミュニティ消防セン
ター、河合谷地区コミュニティ
消防センター、種地区コミュニ
ティ消防センター、中条地区コ
ミュニティ消防センター

町 － 消防本部

推進方針 取り組み

72 町道浅谷２号線道路整備事業
道路改良
L=523m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

73 町道庄３５号線道路整備事業
道路改良
L=150m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

74 町道浅田３号線道路整備事業
道路改良
L=350m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

75
町道南中条１２号線道路整備
事業

道路改良
L=1240m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

76 町道太田２号線道路整備事業
道路改良
L=40m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

交付金・補助金名 担当部署

災害に対応した交通ネット
ワークの向上

関係行政機関による国道や主要地方道等
の基幹的交通ネットワークの災害対応力
の強化を働きかけるとともに、救命活動
や支援物資の輸送等を担う緊急輸送道路
の点検や橋梁等の重要構造物の維持管理
を促進し、ならびに地域と拠点施設を連
結する道路整備による交通の効率化を推
進することにより、輸送手段の安全確保
を図る。

(2-4)被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

交付金・補助金名 担当部署

応急活動を担う機関の機能強
化

被害想定に応じて必要な装備・資機材を
整備し、救助・救急機関の災害対応力の
強化を着実に推進する。

(2-3)消防、警察の被災地等による救助・救急活動等の停滞

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

道路の確保 交通ネットワークの遮断による集落の孤
立を防止するため、橋梁等の老朽化施設
の維持管理と狭隘道路の改良等を推進す
る。

5



推進方針 取り組み

交付金・補助金名 担当部署Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

77 町道竹橋大坪線道路整備事業
道路改良
L=940m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

78 津幡駅周辺整備事業
津幡駅東口、町道津幡駅前線の
整備

町

【内閣府】
地方創生整備推進交付金
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金

都市建設課

79 道路照明灯更新事業【再掲】 町道加賀爪１１号線ほか 町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

80
橋梁長寿命化補修事業【再
掲】

前掲のとおり 町
【国土交通省】
道路メンテナンス事業費補
助

都市建設課

81
トンネル長寿命化補修事業
【再掲】

町道竹橋下中線（下中トンネ
ル）

町
【国土交通省】
道路メンテナンス事業費補
助

都市建設課

82
公共施設等適正管理推進事業
【再掲】

前掲のとおり 町 － 都市建設課

83
国道８号倶利伽羅防災事業
【再掲】

新倶利伽羅トンネルの整備
L=3km

国 － 都市建設課

84
一般県道莇谷津幡線鳥越～七
黒地内バイパス整備事業【再
掲】

道路改良
L=840m

県
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金

都市建設課

推進方針 取り組み

85 役場庁舎等整備事業
役場新庁舎・福祉センター整備
工事

町 － 監理課

86
公共施設再生可能エネルギー
設備導入可能性調査事業

公共施設への導入可能性調査 町 － 生活環境課

87
公共施設太陽光発電設備設置
事業

公共施設における太陽光発電設
備及び蓄電池の設置

町

【環境省】
地域レジリエンス・脱炭素
化を同時実現する公共施設
への自立・分散型エネル
ギー設備等導入推進事業

生活環境課

推進方針 取り組み

88

住民等への情報伝達体制の強
化

町民に避難指示等の防災情報を確実に伝
達するために、緊急速報メールやＳＮＳ
（ソーシャルネットワーキングサービ
ス）等も利用した情報伝達手段の多様化
を図るとともに、ケーブルテレビ等の通
信設備の充実強化を図る。

ケーブルテレビ光化事業
超高細映像・超高速通信が可能
で、災害にも強い光回線を敷設

民間事業者
【総務省】
高度無線環境整備推進事業

企画課

推進方針 取り組み

89
町道浅谷２号線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=523m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

90
町道庄３５号線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=150m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

交付金・補助金名 担当部署

災害に対応した交通ネット
ワークの向上

関係行政機関による国道や主要地方道等
の基幹的交通ネットワークの災害対応力
の強化を働きかけるとともに、救命活動
や支援物資の輸送等を担う緊急輸送道路
の点検や橋梁等の重要構造物の維持管理
を促進し、ならびに地域と拠点施設を連
結する道路整備による交通の効率化を推
進することにより、輸送手段の安全確保
を図る。

事業主体Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要

交付金・補助金名 担当部署

(5-1)ライフライン（電気、情報通信、上下水道、燃料等）の長期間にわたる機能停止及び風評被害等による経済活動の停滞

(4-1)情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

交付金・補助金名 担当部署

行政機能の機能保持 庁舎や公共施設の室内安全対策や各種
データの喪失対策を推進するとともに、
業務継続に必要な通信機能、電源、燃
料、車両、資機材等の整備を推進する。

(3-1)町の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

災害に対応した交通ネット
ワークの向上

関係行政機関による国道や主要地方道等
の基幹的交通ネットワークの災害対応力
の強化を働きかけるとともに、救命活動
や支援物資の輸送等を担う緊急輸送道路
の点検や橋梁等の重要構造物の維持管理
を促進し、ならびに地域と拠点施設を連
結する道路整備による交通の効率化を推
進することにより、輸送手段の安全確保
を図る。

6



推進方針 取り組み

交付金・補助金名 担当部署Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

91
町道浅田３号線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=350m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

92
町道南中条１２号線道路整備
事業【再掲】

道路改良
L=1240m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

93
町道太田２号線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=40m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

94
町道竹橋大坪線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=940m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

95 津幡駅周辺整備事業【再掲】
津幡駅東口、町道津幡駅前線の
整備

町

【内閣府】
地方創生整備推進交付金
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金

都市建設課

96 道路照明灯更新事業【再掲】 町道加賀爪１１号線ほか 町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

97
橋梁長寿命化補修事業【再
掲】

前掲のとおり 町
【国土交通省】
道路メンテナンス事業費補
助

都市建設課

98
トンネル長寿命化補修事業
【再掲】

町道竹橋下中線（下中トンネ
ル）

町
【国土交通省】
道路メンテナンス事業費補
助

都市建設課

99
公共施設等適正管理推進事業
【再掲】

前掲のとおり 町 － 都市建設課

100

上水道施設の耐震化等の推進 上水道施設の耐震化や管路の老朽化対
策、幹線管路のネットワーク化を推進す
る。

社会資本整備総合整備事業
津幡町公共下水道事業　津幡
町下水道総合地震対策計画

下水道施設の耐震化 町
【国土交通省】
防災・安全交付金

上下水道課

101

下水道施設等の耐震化及び更
新の推進

下水道施設やし尿処理施設の計画的な維
持管理、耐震化及び更新を推進する。

社会資本整備総合整備事業
津幡町公共下水道事業　津幡
町下水道ストックマネジメン
ト計画

下水道施設の計画的な修繕・改
築等

町
【国土交通省】
防災・安全交付金

上下水道課

推進方針 取り組み

102
農村総合整備事業（条件改善
型）小熊地区用排水路改修事
業【再掲】

取水施設改修　一式
用水管　L=180m

町

【農林水産省】
農業水利施設保全管理整備
交付金（農業水路等長寿命
化・防災減災事業）

産業振興課

103
農村総合整備事業（体質強化
型）御門地区用排水路改修事
業【再掲】

測量試験　一式
水門扉体　一式
用排水路　L=950m

町
【農林水産省】
農地集積・集約化対策整備
交付金

産業振興課

104 緊急浚渫推進事業【再掲】
準用河川、普通河川の堆積土砂
の除去

町 － 都市建設課

105
県営震災対策農業施設整備事
業（津幡大池地区）

ため池の耐震補強 県
【農林水産省】
農村地域防災減災事業

産業振興課

106
県営震災対策農業施設整備事
業（御門池地区）

ため池の耐震補強 県
【農林水産省】
農村地域防災減災事業

産業振興課

107
県営震災対策農業施設整備事
業（大谷内池地区）

ため池の耐震補強 県
【農林水産省】
農村地域防災減災事業

産業振興課

108
老朽ため池整備事業（新三郎
池地区）

ため池の改修 県
【農林水産省】
農村地域防災減災事業

産業振興課

109
老朽ため池整備事業（源氏ヶ
谷内池地区）

ため池の改修 県
【農林水産省】
農村地域防災減災事業

産業振興課

担当部署

ため池、農業用水路、堤防、
都市排水路等の改修、補強、
耐震化の推進

被災時に下流地域の営農や住民生活に甚
大な被害を与えるため池や農業用水路、
都市排水路の改修を計画的に行い、流下
能力の向上を図ることで周辺地域の生活
環境を保ち、浸水被害を未然に防ぐ。

事業主体

災害に対応した交通ネット
ワークの向上

関係行政機関による国道や主要地方道等
の基幹的交通ネットワークの災害対応力
の強化を働きかけるとともに、救命活動
や支援物資の輸送等を担う緊急輸送道路
の点検や橋梁等の重要構造物の維持管理
を促進し、ならびに地域と拠点施設を連
結する道路整備による交通の効率化を推
進することにより、輸送手段の安全確保
を図る。

(6-1)ため池、堤防、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 交付金・補助金名

7



推進方針 取り組み

交付金・補助金名 担当部署Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

110
津幡川・能瀬川の河北潟内の
河口部の堆積土砂除去【再
掲】

二級河川津幡川と能瀬川の河口
部の堆積土砂を除去し、河北潟
内の適正な洪水調整機能を確保

県
防災・減災・国土強靭化の
ための3か年緊急対策

都市建設課

111
国営総合農地防災事業（河北
潟周辺地区）【再掲】

防潮水門改修、排水機場改修 国 － 産業振興課

112
農業水路等長寿命化・防災減
災事業（潟端南第１地区）

排水機場のポンプ改修 県
【農林水産省】
農業水路等長寿命化・防災
減災事業

産業振興課

推進方針 取り組み

113
農村総合整備事業（条件改善
型）小熊地区用排水路改修事
業【再掲】

取水施設改修　一式
用水管　L=180m

町

【農林水産省】
農業水利施設保全管理整備
交付金（農業水路等長寿命
化・防災減災事業）

産業振興課

114
農村総合整備事業（体質強化
型）御門地区用排水路改修事
業【再掲】

測量試験　一式
水門扉体　一式
用排水路　L=950m

町
【農林水産省】
農地集積・集約化対策整備
交付金

産業振興課

115

災害に強い森林づくりの推進 森林の公益的機能を持続的に発揮し続け
ていくため、多様で健全な森林の整備や
保全、集中豪雨等による崩壊地の復旧、
森林施業の低コスト化、県産材の利用促
進、鳥獣被害等の防止等、森林整備を計
画的に推進する。

都市計画マスタープラン策定 都市計画マスタープランの改定 町 － 都市建設課

116

農林業の担い手の確保・育成
の確保・育成

農地・森林等の荒廃による被害拡大を防
ぐため、新たに農林業に従事する者や農
業参入する企業等の意欲ある多様な担い
手の確保・育成を図り、持続可能な農林
業に資する取り組みを推進する。

津幡町河合谷地区活性化計画
豊かな自然・里山環境を活用し
た宿泊体験交流施設の整備と管
理運営

町

【農林水産省】
農山漁村活性化対策整備交
付金のうち農山漁村活性化
整備対策

産業振興課

推進方針 取り組み

117
笠谷地区防災拠点施設整備事
業

笠谷地区の災害避難所となる防
災拠点施設の整備

町 － 総務課

118 任意予防接種費助成事業
おたふくかぜ、インフルエン
ザ、ロタの予防接種費用の一部
助成

町 － 健康推進課

推進方針 取り組み

119
町道浅谷２号線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=523m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

120
町道庄３５号線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=150m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

121
町道浅田３号線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=350m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

122
町道南中条１２号線道路整備
事業【再掲】

道路改良
L=1240m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

交付金・補助金名 担当部署

災害に対応した交通ネット
ワークの向上

関係行政機関による国道や主要地方道等
の基幹的交通ネットワークの災害対応力
の強化を働きかけるとともに、救命活動
や支援物資の輸送等を担う緊急輸送道路
の点検や橋梁等の重要構造物の維持管理
を促進し、ならびに地域と拠点施設を連
結する道路整備による交通の効率化を推
進することにより、輸送手段の安全確保
を図る。

(7-1)基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

交付金・補助金名 担当部署

避難所における感染症対策の
推進

平時からの感染症予防対策（手洗い、う
がい等）の啓発や予防接種を推進すると
ともに、災害時の避難所における手指消
毒剤等の衛生用品の整備に努める。

(6-3)被災地における感染症等の大規模発生

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

交付金・補助金名 担当部署

農地・農業水利施設等の保全
管理の推進

地域コミュニティ等による農地・農業水
利施設等の地域資源の適正な保全管理を
実施するため、多面的機能支払、中山間
地域等直接支払に取り組む集落の増加を
図る。

(6-2)農地・森林等の荒廃による被害の拡大

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

ため池、農業用水路、堤防、
都市排水路等の改修、補強、
耐震化の推進

被災時に下流地域の営農や住民生活に甚
大な被害を与えるため池や農業用水路、
都市排水路の改修を計画的に行い、流下
能力の向上を図ることで周辺地域の生活
環境を保ち、浸水被害を未然に防ぐ。

河北潟の排水機場の適切な管
理との耐震化等の推進

自然排水が困難な河北潟への排水を機械
で適切に行えるよう、排水機場を適切に
維持管理して農地の湛水被害を解消す
る。

8



推進方針 取り組み

交付金・補助金名 担当部署Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

123
町道太田２号線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=40m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

124
町道竹橋大坪線道路整備事業
【再掲】

道路改良
L=940m

町
【内閣府】
地方創生整備推進交付金

都市建設課

125 津幡駅周辺整備事業【再掲】
津幡駅東口、町道津幡駅前線の
整備

町

【内閣府】
地方創生整備推進交付金
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金

都市建設課

126 道路照明灯更新事業【再掲】 町道加賀爪１１号線ほか 町
【国土交通省】
防災・安全交付金

都市建設課

127
橋梁長寿命化補修事業【再
掲】

前掲のとおり 町
【国土交通省】
道路メンテナンス事業費補
助

都市建設課

128
トンネル長寿命化補修事業
【再掲】

町道竹橋下中線（下中トンネ
ル）

町
【国土交通省】
道路メンテナンス事業費補
助

都市建設課

129
公共施設等適正管理推進事業
【再掲】

前掲のとおり 町 － 都市建設課

130
国道８号倶利伽羅防災事業
【再掲】

新倶利伽羅トンネルの整備
L=3km

国 － 都市建設課

131
一般県道莇谷津幡線鳥越～七
黒地内バイパス整備事業【再
掲】

道路改良
L=840m

県
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金

都市建設課

推進方針 取り組み

132

ごみの減量化やリサイクルの
向上

災害廃棄物等を焼却できる残余能力を確
保するため、平時からごみ減量化やリサ
イクルの向上を図る。

常設資源回収施設「つばたレ
コ」の管理運営

リサイクル促進のための常設資
源回収施設の管理運営

町 － 生活環境課

推進方針 取り組み

133

地域の防災力・災害対応力の
向上

各消防団や自主防災組織に配備している
消防用資機材を順次更新し、地域防災力
の充実強化を図る。

消防・救急救助資機材整備事
業【再掲】

消防・救急・救助資機材の老朽
化に伴う更新等

町 － 消防本部

134

地籍調査の推進 災害後の円滑な復旧・復興を図るため、
地籍調査を推進する。

地籍調査事業
国土調査法に基づき、土地の境
界を明確化する

町
【国土交通省】
地籍調査費負担金

監理課

推進方針 取り組み

135

全項目共通 全項目共通

地域防災計画更新
国の防災基本計画及び県地域防
災計画の見直し等に伴う町地域
防災計画の見直し

町 － 総務課

事業主体 交付金・補助金名

交付金・補助金名 担当部署

全項目共通

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要

事業主体Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要

担当部署

交付金・補助金名 担当部署

(7-3)復旧・復興等を担う人材の絶対的不足

(7-2)大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

Ｎｏ

国土強靭化地域計画における位置づけ

対象事業 事業概要 事業主体

災害に対応した交通ネット
ワークの向上

関係行政機関による国道や主要地方道等
の基幹的交通ネットワークの災害対応力
の強化を働きかけるとともに、救命活動
や支援物資の輸送等を担う緊急輸送道路
の点検や橋梁等の重要構造物の維持管理
を促進し、ならびに地域と拠点施設を連
結する道路整備による交通の効率化を推
進することにより、輸送手段の安全確保
を図る。
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